
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

　土地改良区の経営基盤強化、適正な業務運営、土地改良施設の計画的な維持補修等の充実を図るため、統合整備が見込まれる土地
改良区に対し、合併協議会の設立、統合整備計画の樹立に係る経費への補助金交付、また技術的支援を引き続き行っていきたい。

目標に対
する成果
の状況

・県内117土地改良区等に対し概ね３年間で検査・指導が行えるよう実施している（1改良区、3年間で必ず1回受検）。受検者の土地改良
区と調整を行った結果、検査箇所が1箇所減ったが、目標を概ね達成した。
・平成28年度の検査では指導事項について、役職員の皆さんに改善すべき内容、原因、根拠を理解していただくことに重点をおき、検査
内容の充実を図った。

 概算事業費（B（A）+C） 12,733 12,960 14,972

791 791

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越 0

0 250

概　算
人件費

0.10 0.10 0.10

828

11,835 11,782

Aの
財源

12,169 14,181

119 20 20

1,314

0 0 0

11,786 11,899 12,847

普通旅費、消耗品費、電算システム等使用料 10,753

国庫返還金 直接

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

11,905

人口定着・
確かな暮
らし実現総
合戦略

信州創生の基本方針 　　３－３　 活力と循環の信州経済の創出

　　　 　ア　県内産業の競争力強化

成果目標・
事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算） （当初）

土地改良区基盤強化事業 補助金
合併に向けた統合整備計画策定等に対する補助金
（合併後の土地改良区の規模により定額、国1/2・県1/2）

500 500 2,628

施策展開

　　３－(1) 経済構造の転換

　 　  （ウ） 農業の競争力強化

事業番号 09 05 03 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 土地改良区指導費 担
当
課

部局 農政部

課・局・室 農地整備課

プロジェクト  E-mail nochi@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開
１-３　夢に挑戦する農業

２　自信と誇りを持てる信州農畜産物の生産 実施期間 H16 ～

【左記の説明、根拠法令等】

国庫補助を有効活用しながら事業を実施することが効果的である。
水土総合強化推進事業実施要綱

総合５か年
計画

11,782

未達成

県内の117土地改良区のうち40土地改良区（約3分の１）に対し、土地改良区検査及び指導（組織・運営関係、会計経理、事業・施設維
持管理関係）を実施する。

Ｈ28 H29
目標

H27末
目標 成果 達成状況

39改良区

10,698 10,660

長野県土地改良団体連合会の国庫補助金に係る消費税相
当額返還金

20

目指す姿

現状
（予算編成

時）

14,181

土地改良区の経営基盤の強化のため、適正な業務運営、施設の計画的な維持補修等について検査・指導業務を行うとともに、零細・小
規模で合併により安定した存続が見込まれる土地改良区について統合整備事業計画の策定を支援する。

・農業の生産基盤である農地の維持や用水路の管理主体としての土地改良区の役割が期待される。
・農地や組合員の減少等により、土地改良区の経営基盤の脆弱化が進んでいる。
　　（職員未設置土地改良区　14地区／111地区（H26.10.31現在））

本庁、地方事務所運営費 直接

12,169 14,181

合計（A) 11,905

技術向上研修費 負担金
・各種専門研修の実施（延べ430人）
・農業農村研修、技術専門研修への職員派遣（110名）

39改良区

29年度

0 0

当初予算

40改良区 39改良区

10 20

土地改良区の検査、指導

県民との協働による実施： 実施は困難

補正予算 0 0

成果目標の達成状況

項目 H26末

39改良区

896 573 873

合計 12,169

県が関与
する理由

県関与の必要性あり
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	④点検

